
〇 設立 2016年10月NPO法人化認証（東京都）/11月1日設立 ※2019年12月「認定NPO法人」取得
〇 代表理事 栗田暢之 事務局長 明城徹也
〇 災害時のＮＰＯ・ボランティア等異なる組織の活動支援や「活動調整」を行う全国域の中間支援組織

・行政・NPO・ボランティア等の三者連携・協働タイアップ宣言
・「防災ボランティア活動の連携・協働に関する検討会」副座長
・「防災教育・周知啓発（災害ボランティア）WG」座長
・「災害時の連携を考える全国フォーラム」共催など

〇2015年 関東・東北豪雨（茨城県） ※
〇2016年 熊本地震 ※

台風10号（北海道、岩手県）
〇2017年 九州北部豪雨（福岡県、大分県）
〇2018年 大阪北部地震

西日本豪雨（岡山県、広島県、愛媛県）
北海道胆振東部地震

〇2019年 8月豪雨（佐賀県、福岡県）
台風15号・19号（千葉県、長野県、宮城県など）

○2020年 令和2年7月豪雨（熊本県、大分県など）
○2021年 福島県沖地震（福島県、宮城県）

※JVOAD準備会

〇 「平成29年度防災功労者防災担当大臣表彰」
熊本地震での功績

○ 「令和2年度防災功労賞内閣総理大臣表彰」
災害支援の分野で功績が顕著

○ 天皇陛下御貸金授与（御即位に伴う下賜・全国2団体）

活動調整を行った主な災害 功績

〇 １７都道府県において、行政などからの要請により、
行政・社協・NPO等のネットワーク構築に参画し、連携促進の
ための助言等を行っている。今後さらに拡大していく予定

自治体とのつながり

内閣府との連携

災害支援の文化を創造する
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概要

認定特定非営利活動法人
全国災害ボランティア支援団体ネットワーク

・「防災推進協議会」会員
・「支援の質とアカウンタビリティ向上ネットワーク（JQAN）」会員

その他機関との連携

山本防災担当大臣とのタイアップ
宣言調印【2019年5月21日】

天皇陛下御下賜金授与を武田
防災担当大臣に報告
【2020年4月28日】
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JVOADの組織 （2021年1月1日現在）

代表理事 栗田暢之（震災がつなぐ全国ネットワーク）
理事 大橋正明（国際協力NGOセンター）
理事 佐藤友哉（日本青年会議所）
理事 高橋良太（全国社会福祉協議会）
理事 小林紀久子（日本生活協同組合連合会）
理事 田口努（日本YMCA同盟）
理事 阪本真由美（兵庫県立大学大学院）
理事 安江 一（日本赤十字社）
理事 明城徹也（JVOAD事務局）
監事 大城聡（弁護士）
監事 鶴町昌司（税理士）

武田薬品工業株式会社

震災がつなぐ全国ネットワーク

情報支援レスキュー隊

福祉防災コミュニティ協会

日本YMCA同盟
パーソナルサポートセンター
ピースボート災害ボランティアセンター
東日本大震災支援全国ネットワーク
福祉防災コミュニティ協会
末日聖徒イエス・キリスト教会（ヘルピングハンズ）
ランゲージワン
レスキューストックヤード

ダイバーシティ研究所
台湾佛教慈濟慈善事業基金会
チーム中越
中央共同募金会
東京災害ボランティアネットワーク
難民を助ける会
日本NPOセンター
日本生活協同組合連合会
日本青年会議所
日本赤十字社
日本ファシリテーション協会

全３団体

正会員団体
カリタスジャパン
救世軍
グッドネーバーズ・ジャパン
国際協力NGOセンター
国士館大学
ジャパン・プラットフォーム
情報支援レスキュー隊
震災がつなぐ全国ネットワーク
真如苑救援ボランティア サーブ
全国社会福祉協議会
全国曹洞宗青年会

設立パートナー（設立支援）

震災がつなぐ全国ネットワーク

役員 避難生活改善に関する専門委員会

災害時の情報集約に関する専門委員会

技術系専門委員会

福祉支援専門委員会準備会

全７団体

全７団体

全６団体

全30団体

（幹事団体）

（幹事団体）

（幹事団体）

（幹事団体）
西川徹矢 山崎美貴子 室﨑益輝 平井興宣

顧問
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２８企業・団体
（３６個人）

ACT Japan Forum

旭化成ホームズ株式会社

公益財団法人味の素ファンデーション

特定非営利活動法人ADRA Japan

一般社団法人International Medical Corps Japan

MS&ADインシュアランス グループホールディングス株式会社

花王株式会社

キヤノン株式会社

ＮＰＯ法人九州キリスト災害支援センター

クロスオーバーラボ

国土防災技術株式会社

サントリーホールディングス株式会社

シェアリングエコノミー協会

新菱冷熱工業株式会社

セコム株式会社

ソニー生命保険株式会社

損害保険ジャパン株式会社

東京海上ホールディングス株式会社

一般社団法人DPLS JAPAN

株式会社電通

特定非営利活動法人難民支援協会

日本司法書士会連合会

日本労働組合総連合会

フィリップ モリス ジャパン合同会社

防災安全協会

Yahoo!基金株式会社

株式会社リクルート

主な寄付先（企業・団体）

ANA

トヨタ自動車
日本マイクロソフト
ＪＰモルガン証券
ワコール
住友生命保険相互会社柏常総支社
Airbnb

Yahoo!基金
味の素ファンデーション
米日カウンシル
日本生活協同組合連合会
東京都生活協同組合連合会
コープみらい社会活動財団
全国友の会
全労金･全労金労働組合連合会
大日本印刷グループ労働組合連合会
真如苑
末日聖徒イエス・キリスト教会 など
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賛助会員（企業・団体）
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JVOADの災害対応イメージ（活動調整）
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個人

情
報
共
有

≪ニーズ・困りごと≫

主に
家屋の土砂出し
清掃の場合

上記以外のニーズが
発生する場合

避難生活・仮住まい
が長期化するケース

Ｎ
Ｐ
Ｏ

等

①被災した地域・住民の

「ニーズ・困りごと」の把握

②支援の状況の把握

※①－②＝

「支援のギャップ」

「解決していない課題」

※①が限定的だと、

「見えない被災地/被災者」

⇒これらを解決するための

「調整」機能を発揮する

②支援

行政

②支援組織・団体

「情報共有会議」
「コア会議」を

JVOADがサポート

支援の全体像の把握と
「コーディネーション」を

JVOADがサポート

支援のコーディネーション







災害時支援の全体像

生業
仕事
・田畑の泥かき
・農業支援

・自立化補助金
・再就職支援
・自動車

復興
支援
住宅
・コミュニ
ティ
・慰問
・住環境
・グリーフケ

ア

仮設
住宅

・コミュニティ
・買い物 ・慰問
・住環境

・グリーフケア

避難所
・運営 ・衛生
・介護 ・医療
・清掃 ・物資

・炊き出し ・慰問
・マッサージ
・不動産相談

被災
家屋

・片付け ・泥かき
・清掃 ・消毒
・床はがし
・ブルーシート
・写真洗浄
・美術品修繕
・家電提供

在宅避難者
・把握調査 ・炊き出し ・医療 ・介護 ・車 ・自転車
・買い物 ・物資 ・手続き ・法律相談 ・災害ゴミ

・コミュニティ ・住環境 ・グリーフケア

要配慮者支援
要介護、医療、障害、認知症、ペット、妊婦、

子育て、LGBT etc.



被災住民

民間支援セクター
（NPO・NGO、企
業、生協、JC等）

社協
（災害VC）

行政

ニ
ー
ズ

支
援

関係者間で情報共有し、単体では解決しない課題（ の部分）を
調整することで解決につなげる

声
な
き

ニ
ー
ズ

解
決
さ
れ

な
い
課
題

多様な支援主体間の連携を推進し、
迅速かつ適切な対応を！
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ズ
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援
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← 九州北部豪雨支援者情報共有会議

← OSN災害時連携会議（大阪北部地震）

↑ 災害支援ひろしまネットワーク会議
（西日本豪雨）

国福岡県 朝倉市大分県

益城町

災害VC、NPO等



防災基本計画（令和元年5月改正）

第2編 第一章 第３節

３ 国民の防災活動の環境整備

（２）防災ボランティア活動の環境整備

○国〔内閣府，消防庁，文部科学省，厚生労働省等〕及び市町村（都道府県）は，ボ
ランティアの自主性を尊重しつつ，日本赤十字社，社会福祉協議会及びＮＰＯ等との
連携を図るとともに，中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調整
を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り，災害時において防災ボランティア活動
が円滑に行われるよう，その活動環境の整備を図るものとする。

○国〔内閣府，消防庁，文部科学省，厚生労働省等〕及び市町村（都道府県）は，行
政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し，平常時の登録，研修制度，災害時にお
ける防災ボランティア活動の受入れや調整を行う体制，防災ボランティア活動の拠点
の確保，活動上の安全確保，被災者ニーズ等の情報提供方策等について意見交換を行
う情報共有会議の整備・強化を，研修や訓練を通じて推進するものとする。

○国〔内閣府，環境省，厚生労働省等〕及び地方公共団体は，社会福祉協議会，Ｎ
ＰＯ等関係機関との間で，被災家屋からの災害廃棄物，がれき，土砂の撤去等に係る
連絡体制を構築するものとする。また，地方公共団体は，地域住民やＮＰＯ・ボラ
ンティア等への災害廃棄物の分別・排出方法等に係る広報・周知を進めることで，
防災ボランティア活動の環境整備に努めるものとする。 10



調整（コーディネーション）
行政とNPO等との連携を図る
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主な連携事例

１ 避難所の運営支援・生活環境改善

２ 在宅避難者の調査、要配慮者支援

３ 炊き出しなどの食事支援

４ ブルーシート張りの対応

５ 宅地内の土砂撤去、廃棄物の回収

６ 被災者への生活家電の配布

７ 農業、商店街などの生業支援

８ 支援の申し出の共有

９ 過去事例・ノウハウ・の提供



平常時の活動「3本柱」

・47都道府県どこで災害
が起きても、被災者支援
のコーディネーションが実施

・全国域のコーディネーショ
ン機能が確立

・被災者支援での課題領
域がカバーされる

・大規模災害でも対応可
能な支援の質と量を確保

・全国域の災害支援組織
と関係を構築

・４７都道府県域の災害
支援ネットワークが構築

1. 災害支援ネットワーク
の構築

2. 支援団体・組織の能
力強化

3. コーディネーションの仕
組みづくり

✓ 災害支援のフィールドに、多様な主体の参加が求められている
✓ ネットワークやコーディネート機能を支える仕組みの確立
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